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第５章 人権施策推進に向けて 
   

１ 人権教育・啓発・研修の推進 

2000（平成 12）年 12月に施行された「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律（平

成 12年法律第 147 号）」に基づき、「人権を尊重し、人との出会いを大切にするまちづ

くり」をめざして、人権教育・啓発・研修を推進します。 

 

(1) 人権教育の推進 

学校教育・社会教育の活動全体を通じて、人権尊重の精神を基盤として、差別を

なくす人権教育を推進するとともに、自分が大切にされていると感じることができ

る教育環境づくりに努めます。 

 

   ・保育所・幼稚園、小・中学校における、発達段階に応じた人権尊重の理念を理解

するための教育 

   ・「子どもの権利条約」の周知 

   ・子どもの意見を聞く機会の確保と意見の尊重 

   ・家庭・地域社会・学校が連携した人権教育の推進 

・生涯学習における人権に関する学習機会の提供 

 

(2) 人権啓発の推進 

      市民がさまざまな人権課題に対して正しい理解を深めるとともに、市民の人権意

識の高揚を図るため、幅広い情報提供・広報活動を推進します。また、日時や場所

の設定も考慮し、市民が参加しやすい啓発活動を行います。 

 

   ・市民が参加しやすい曜日や時間帯に配慮した啓発活動 

   ・差別を受けている当事者や支援者とともに行う啓発活動 

    ・ホームページやソーシャルネットワーキングシステムなど、さまざまな伝達手段

を用いた人権関連情報の提供 

 

(3) 人権研修の推進 

すべての市職員や教職員が人権課題を正しく理解し、豊かな人権感覚を持って、

それぞれの職務にあたるよう、人権研修を進めます。 

 

   ・相談業務や社会的に弱い立場の市民に関わる職員に対する人権研修の充実 

・学校教育における人権教育を推進させるための教職員に対する人権研修の充実 
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２ 人権に関する相談・救済支援体制の整備 

    鎌倉市では、市民生活に関する諸問題に対応するため、「人権相談」、「女性相談」、

「こどもと家庭の相談室」、「ひとり親家庭の相談」、「教育相談」、「高齢者相談」、「法

律相談」、「労働相談」などさまざまな相談窓口を設置しています。 

とりわけ人権窓口への相談は、女性に対する暴力、子どもなどへの虐待、いじめ等

人権侵害、日常生活の近隣トラブルから生じる問題など、複雑・多様化しています。

また、相談者は、どの窓口に相談すればよいか戸惑う場面も見られます。相談者への

迅速かつ適切な対応を行うため、相談内容を幅広く受け止めるとともに、関連機関と

連携した相談体制をさらに整備していきます。 

 

 ・相談する市民にとって、さらに分かりやすい窓口案内の充実 

 ・複雑・多様化する相談に対応するため、各相談窓口との連携の強化 

 ・人権侵害の未然防止や被害者の救済のため、法務局・県・人権団体等との連携 

             

３ 市民、地域の団体、事業者等との連携 

鎌倉市は、市民の自発的な意思に基づく市民活動が盛んであり、ＮＰＯセンターに

は 2013（平成 25）年 3月現在 400 を超える団体が登録され、さまざまな活動を展開し

ています。人権施策の推進にあたっては、市民、地域の団体、事業者等とそれぞれの

特性に合わせた連携を図ります。 

 

  ・市民、地域の団体、事業者等との連携の推進 

  ・市民、地域の団体、事業者等に対する啓発機会や情報提供の充実 

 

４ 人権尊重とプライバシー保護 

   情報化社会である現代において、個人情報の流出などのプライバシー侵害が発生し、

犯罪につながる事例がふえています。インターネットの利用などの際は、お互いの人

権を尊重した行動をとることが必要です。また、行政機関が保有する個人情報の適正

管理と職員の研修に取り組みます。 

   しかしながら、社会的に孤立した高齢者や障害者の救済や児童虐待への対応にあた

っては、個人情報の取扱いについて柔軟な運用が求められることもあり、今後の課題

となっています。 

 

  ・インターネット等による人権侵害を予防するための啓発 

  ・個人情報保護の重要性について、市職員や市民、事業者に対しての意識啓発の推進 
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５ 施策の進行管理 

    指針に基づく施策の実効性を高めるため、進行管理を行います。 

 

(1)  鎌倉市の人権施策は、この指針に基づき推進していきます。庁内各課が、本指針

の第４章「分野別施策の基本的方向」における「特に重要な取組」に記載した項目

に関連する施策を行い、その取組状況を検証します。これに庁内の推進組織である

「鎌倉市人権・男女共同参画施策推進連絡会」及び市長の附属機関である「かまく

ら人権施策推進委員会」に意見を聞き、進行管理を行います。 

 

(2) 人権施策の主な取組状況を市のホームページなどで公開するとともに、事業を通

じて人権施策への理解を深め、啓発につなげます。 
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第６章 市民、地域の団体、事業者の皆さんへ 
   

多様な人権施策を行うにあたっては、行政機関だけではなく、市民・地域の団体・事

業者等すべての方々の理解と協力が必要です。地域社会全体が人権尊重の意識を持つこと

により、指針の基本理念の実現が可能となります。 

    

１ 市民の皆さんへ 

今、家庭、学校、企業、施設など社会のなかで、さまざまな人権問題が起こっていま

す。2011（平成 23）年 3月の東日本大震災時には、人とのつながり、地域のきずなの大

切さが再認識され、日本の国内外から深い共感を呼びました。また、同時に私たちの日

頃の生活の中で人権問題を考えるときの重要なヒントともなりました。人権意識を持つ

ということは、他人の特別な問題ではなく、自分自身の問題として人に寄り添って考え

ることにほかなりません。 

市民一人ひとりが、日常生活の中で人権感覚を身に付け、人権尊重の視点を大切にし、

それぞれの個性を認め合いながら、お互いに思いやり、支え合っていくことが大切です。 

 

  ・日常生活の中で、人権問題へ関心を寄せ、理解と認識を深めること 

  ・他者を思いやり、行動すること 

  ・ボランティア活動など地域社会への参加 

  ・人権啓発活動への参加 

 

２ 地域の団体の皆さんへ 

地域社会は、市民が日常の地域活動等を通じて、さまざまな人権問題などについて理

解を深め、実践する場であり、特に、子どもたちにとっては、思いやりの心や自立心を

育み、社会性などを体験的に学ぶ場として重要な意味合いがあります。人権感覚は、地

域社会における日常の交流の中で自然に会得されていくものと考えます。  

ライフサイクルの中で、「子どもの時期」と「高齢期」は地域との結びつきが強く、少

子高齢化が進む中、地域社会の果たす役割は大きくなっています。 

活動や交流を通して、地域の結びつきが強まり、疎外感を抱くことなくだれもが暮ら

しやすい地域社会となるよう、自治・町内会をはじめ、子ども会、青少年団体、ＰＴＡ

やボランティア団体、市民サークル、ＮＰＯ等による多様な活動が、地域で活発に展開

されることを期待します。  

 

・子どもから高齢者まで幅広い世代が参画する地域の団体による地域活動の活発な展

開 

・防災訓練等による自助・共助を進めるための意識の醸成 
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３ 事業者の皆さんへ 

   近年、労働者の 3人に 1人がパートや派遣、契約といった非正規雇用となり、賃金な

ど待遇に格差が生じています。さらに、派遣切りやパワー・ハラスメントも顕在化し、

賃金格差だけではなく、雇用不安、職場での孤立など非正規雇用の現実は深刻化してい

ます。 

  また、正規・非正規に関わらず、長時間労働など過重労働による心理的ストレスを感

じている人も増加しています。 

法令遵守に加え、人権を尊重しただれもが働きやすい職場環境をつくることは、企業

等の発展にもつながります。 

事業者の皆さんに人権を尊重した体制づくりを期待します。 

 

・ セクシュアル・ハラスメントやパワー・ハラスメントの根絶など、人権の尊重 

・ ワークライフバランスなど働きやすい職場環境づくりへの配慮 

・ 事業所内の人権啓発・研修の推進 

・ 地域における研修会等、ボランティア活動への従業者の参加についての配慮 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


